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(単位：億円）
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 　 6,259 6,319 6,312 6,280 6,254 6,220

 県債残高

（行財政改革ＡＰ目標）

うち臨財・災害復旧除き

 歳入確保・節約等

 財政調整用基金残高

（行財政改革ＡＰ目標）

（３）その他経費

計

 財調用基金取崩し額（歳入－歳出）

 前年度決算剰余金 等

（２）投資的経費

①普通建設補助・直轄

②普通建設単独

③災害復旧事業

　　　退職手当

②社会保障関係費

③公債費

（３）県債（通常債）

（４）その他収入

計

歳

出

（１）義務的経費

①人件費

　　　給与費等

６年度

歳

入

（１）県税・交付税・臨財債等

うち県税

うち交付税・臨財債

（２）国庫支出金

区　　分
元年度

（７月補正後）
２年度 ３年度 ４年度 ５年度

今後の財政収支見通し（試算）



１ 歳　入

地方財政計画を踏まえて推計。ただし、それぞれの歳入項目については個別要素を反映

 うち県税
国の「中長期の経済財政に関する試算」における成長実現ケースの名目成長率を１年遅
れで反映（→　R2:2.4%、R3:2.9%、R4:2.8%、R5:3.0%、R6:3.4%　とする。）
消費税率の引上げ（R元.10予定：8%→10%）など、税制改正内容を反映

 うち交付税・臨財債
一般財源総額の確保について、基盤強化期間以降(R4～)の国の方針は示されていない
が、引き続き同水準の額が確保されるものと仮定し、県税・地方譲与税の増減額を一定割
合で反映

人件費（義務教育教員分）、社会保障関係費、投資的経費等に連動

投資的経費に連動

分担金及び負担金については、投資的経費等に連動
諸収入については、県制度資金の貸付見込み等を反映
繰入金については、充当事業の終了等を反映

　 ２．県債（通常債）： 臨時財政対策債除き

２ 歳　出

①人件費

給与費等：現員数(15,713人：H30.12.1現在)をベースに、退職者と新規採用者の給与
              差額（新陳代謝）等を反映
退職手当：退職者見込み　R元～R6 ： 4,566人
※上記については、会計年度任用職員制度の導入に係る影響分を勘案

②社会保障関係費 個別経費ごとに過去３年間の平均伸び率等を踏まえて推計

③公債費
各年度の発行見込額に基づき推計
利率は、国の「中長期の経済財政に関する試算」における成長実現ケースの名目長期金利を反映

①普通建設補助・直轄
種苗生産施設の整備事業等については個別に積上げ、公共事業等についてはＲ元年度
と同額（ただし、「臨時・特別の措置分」は個別に積算し加算）

②普通建設単独
高等特別支援学校の整備事業等については個別に積上げ、その他はＲ元年度と同額（た
だし、「緊急自然災害防止対策事業」は個別に積算し加算）

③災害復旧事業
H29年度に発生した九州北部豪雨等の過年災に係る災害復旧事業は事業費の増減を見
込む。現年災（災害ＰＫＧ関係含む）はＲ元年度と同額

各種基金事業や消費税率引上げの影響分等については個別に積上げ、その他はＲ元年
度と同額

３ その他

条例に基づき、決算剰余金の３分の２以上を財政調整用基金へ積み立て（過去の実績に
より、毎年度１８億円を計上）

常に行革マインドを持ちながら執行段階での歳入確保や節約等に努め、毎年度５０億円を
捻出

（３）その他経費

（１）県税・交付税・臨財債等

（３）県債（通常債）

（２）国庫支出金

 ※１．県税・交付税・臨財債等 ： 県税、地方消費税清算金、地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税及び
　　　　　　　　　　　　　　　　 臨時財政対策債の計

【作成にあたっての考え方】
　この見通しは、令和元年度７月補正予算案をベースに、国の①経済財政運営と改革の基本方針２０
１９（「骨太の方針２０１９」R元.6.21閣議決定）、②中長期の経済財政に関する試算（H31.1.30内
閣府）、③地方財政計画(H31.2.8閣議決定)などを参考に、現行制度を前提として試算したものであ
る。

（１）前年度決算剰余金

（２）歳入確保・節約等

（２）投資的経費

（４）その他収入

（１）義務的経費


